
厚木市国民健康保険特定健康診査等実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号。以下「高齢者医療

確保法」という。）、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基準（平成19年厚生労働省令

第157号。以下「特定健診・特定保健指導実施基準」という。）、標準的な健診・保健指導プログラ

ム（確定版）（平成19年４月厚生労働省健康局。以下「標準プログラム」という。）、厚木市特定健

康診査等実施計画等に基づき、特定健康診査（以下「特定健診」という。）を実施するに当たり必

要な事項を定めるものとする。 

（実施方法） 

第２条 厚木市国民健康保険（以下「厚木市国保」という。）の保険者である市（以下「市」という。）

は、特定健診の実施を特定健診・特定保健指導実施基準第16条第１項の規定に基づき厚生労働大

臣が定める基準を満たす病院又は診療所等の医療提供施設、医師で構成する団体、健診機関、検

査機関等（以下「健診実施機関」という。）に委託し、特定健診を実施する。 

（対象者） 

第３条 特定健診の対象者は、次の各号のいずれの要件も満たす者とする。 

（１）厚木市国保被保険者であること。 

（２）当該年度中に、40歳以上75歳以下の年齢に達する者（当該年度において75歳に達する者にあ

っては、受診日に当該年齢に達していない者に限る。）であること。 

（３）特定健診・特定保健指導実施基準第１条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者に該

当しない者であること。 

（受診回数） 

第４条 特定健診の受診回数は、同一人につき、当該年度において１回とする。 

（実施場所） 

第５条 特定健診の実施場所は、健診実施機関とする。 

（受診方法） 

第６条 受診者は、市長が定める特定健診実施期間内に、あらかじめ交付を受けた特定健康診査受

診券（以下「受診券」という。）を健診実施機関に持参し、特定健診を受診する。 

（費用負担） 

第７条 特定健診を受診する年度に70歳に達しない者は、特定健診を受診する際に特定健診の実施

に係る費用の一部（以下「一部負担金」という。）を負担しなければならない。 

２ 一部負担金の額は、1,500円とする。 

（一部負担金の免除） 

第８条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者については、一部負担金を免除することができ

る。 

（１）特定健診を受診する年度において、市民税非課税世帯に属する者 

（２）厚木市検診等費用免除要綱（平成20年４月１日施行）に基づく証明の交付を受けている者 

（申請及び承認） 

第９条 前条第１号の規定に該当する者で、特定健診の費用免除を受けようとするもの（以下「申

請者」という。）は、特定健診を受診する７日以上前に、市長に対し費用免除の申請をしなければ



ならない。 

２ 市長は、申請者が前条の要件に該当すると認めた場合は速やかに費用免除証明書（以下「証明

書」という。）を交付し、要件に該当しないと判断した場合は速やかにその旨を申請者に通知しな

ければならない。 

３ 申請者が、証明書の受領より前に受診した特定健診については、費用免除の対象としない。 

（費用免除による受診方法） 

第10条 費用免除により特定健診を受診するときは、証明書（厚木市検診等費用免除要綱に基づく

証明を含む。以下「証明等」という。）、厚木市国保被保険者証及び受診券を健診実施機関に提示

しなければならない。 

２ 証明等の提示をしなかった場合は、一部負担金を支払わなければならない。この場合において、

一部負担金の償還は行わないものとする。 

（再交付） 

第11条 紛失等による証明書の再交付申請の手続については、第９条の規定を準用する。 

（事実関係の照会等） 

第12条 費用免除の申請に係る事実関係の調査及び照会については、申請者の同意に基づき行うも

のとする。 

（承認取消等） 

第13条 市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、費用免除の承認を取り消すこと

ができる。 

（１）偽り、詐称、なりすましその他の不正な手段により証明書の交付を受けたとき。 

（２）交付された証明書の不正利用が判明したとき。 

（３）その他申請の内容と異なる事項又は状況の変化が判明したとき。 

２ 市長は、前項の規定により、費用免除の承認を取り消したときは、取消し後に免除を受けた一

部負担金の額につき、申請者に返還を求めることができる。 

（特定健診の項目及び実施方法） 

第14条 基本的な健診の項目、詳細な健診の項目及びその他の健診項目の実施に当たっては、関連

法令、告示、特定健診・特定保健指導実施基準等に基づき、別表に定めるとおりとする。この場

合において、手技、判定等は、標準プログラム等に準じるものとする。 

２ 最終結果は、前項の判定結果を総合的に判断した上で、疾病分類（疑いを含む。）を次のとおり

区分する。 

（１）異常認めず 

（２）要医療 

（３）治療中 

（４）要観察 

（５）要指導 

３ 市保健指導の要否及びその指導内容の区分は、次のとおりとする。 

（１）食事指導 

（２）生活指導 

（３）家族指導 

４ メタボリックシンドローム判定の区分は、次のとおりとする。 



（１）非該当 

（２）予備群 

（３）該当 

５ 特定保健指導レベルの区分は、次のとおりとする。 

（１）情報提供 

（２）動機付け支援 

（３）積極的支援 

（結果説明) 

第15条 特定健診の結果は、特定健診・特定保健指導実施基準第５条に定める者（以下「医師等」

という。）が、受診者に対し情報提供と併せて結果を説明するものとする。この場合において、医

師等は、健診結果や受診者の身体状態等を総合的に勘案し、必要と判断される者に対して適切な

指導（特定保健指導及び医療機関への受診勧奨を含む。）を行うものとする。 

（実施報告） 

第16条 健診実施機関は、当該月に実施した特定健診の結果に、次に掲げるものを添えて市長に報

告するものとする。 

（１）受診券 

（２）実施報告書 

２ 健診実施機関は、特定健診の結果に基づき、国が示す基準に従い、階層化を行うとともに、必

要と認める者に効果的な特定保健指導を行うため、全受診者の健診結果を速やかに市長に報告し

なければならない。 

３ 第１項の規定による報告は、電子媒体（神奈川県国民健康保険団体連合会が受領可能な電子的

方法に限る。）によるものとする。 

（健診結果による指導等） 

第17条 特定健診の結果、医師が保険適用による医療（特定健診の対象となる疾病に限る。）を行う

必要があると認めた受診者であっても、当該受診者の同意が得られた場合又は疾病が治ゆした場

合は、特定保健指導の対象者から除外することができる。 

（秘密の保持） 

第18条 健診実施機関は、特定健診の実施に関して知り得た受診者に関する情報その他の秘密を第

三者に漏らしてはならない。 

（その他） 

第19条 市が実施する人間ドック助成事業を利用した者の特定健診項目相当に要する額は、第２条

に基づく特定健診実施に係る委託契約において定められた額とする。 

２ 第２条の規定にかかわらず、高齢者医療確保法第55条第１項第５号に規定する施設のうち、介

護保険法（平成９年法律第123号）第８条第11項に規定する特定施設については、老人福祉法（昭

和38年法律第133号）第29条第１項に規定する有料老人ホームであって、高齢者の居住安定の確

保に関する法律（平成13年法律第26号）第５条第１項の登録を受けたもの（介護保険法第８条第

11項に規定する特定施設入居者生活介護の事業を行う事業所に係る同法第41条第１項本文の指

定を受けていないものに限る。）に入所又は入居している者は、市が委託していない健診実施機関

において特定健診を受診することができる。この場合において、第６条、第10条及び第16条の規

定は、適用しない。 



附 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、平成29年５月29日から施行し、同年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 



別表（第14条関係） 

基本的な健診の項目 

受診者全員に実施し、次に掲げる項目ごとに定める内容の診査を行う。 

 ア 質問項目（問診） 生活習慣、服薬歴、喫煙、嗜好
しこう

等について聴取する。 

イ 身体計測 身長、体重、腹囲を計測し、肥満度・標準体重（BMI）の判定を行う。

ただし、腹囲計測については、特定健診・特定保健指導実施基準第

１条第２項に基づき省略することができる。 

ウ 理学的検査 視診、聴診、触診等により身体診察を行うものとする。 

 （ア）視診 貧血（疑いを含む。）、振せん等について診察し判定を行う。 

（イ）聴診 心音異常、不整脈及び呼吸音の異常の有無等について診察し判定を

行う。 

（ウ）触診 肝腫
かんしゅ

大
だい

、眼部・下肢における浮腫
ふしゅ

の有無について診察し判定を行う。 

エ 血圧 収縮期血圧及び拡張期血圧を測定し、測定値を基に判定を行う。 

オ 肝機能検査 血液中の血清AST（GOT）、ALT（GPT）及びγ－GT（γ－GTP）を測定

し、測定値を基に判定を行う。 

カ 血中脂質検査 中性脂肪の量、HDLコレステロール及びLDLコレステロールを測定し、

測定値を基に判定を行う。ただし、特定健診・特定保健指導実施基

準第１条第４項に基づき、LDLコレステロールに代えてNon-HDLコレ

ステロール検査を行うことができる。 

キ 血糖検査 血液中の血糖の測定し、測定値を基に判定を行う。なお、空腹時に

採血ができなかった場合、ヘモグロビンA1c検査を実施すること。 

ク 尿検査 尿中の蛋白
たんぱく

及び糖の有無について測定し、測定値を基に判定を行

う。 

 

詳細な健診の項目 

特定健診・特定保健指導実施基準に該当する者のうち、医師が必要と認める場合であって、

当該項目の診査を必要とした理由を保険者に提示するとともに、受診者に説明を行うことに

より、次に掲げる項目ごとに定める内容の検査を行うことができる。 

 ア 貧血検査 ヘマトクリット値、血色素量、赤血球数を測定し、測定値を

基に判定を行う。 

イ 心電図検査 四肢単極誘導及び胸部誘導を含む最低12誘導心電図の記録

及び判定を行う。 

ウ 眼底検査 眼底検査を行い、キースワーグナー分類及び糖尿病網膜症分

類等の判定を行う。 

エ 血清クレアチニン検査 血清クレアチニン検査を行い、測定値からeGFRを算出し判定

を行う。 

 

その他 

 ア 必要に応じて現在の生活習慣、過去の健康診査等の受診状況、家族歴等について、質

問票等により聴取すること。 

イ 労働安全衛生法その他の法令に基づき行われる健康診断において、特定健診に相当す

る項目を実施したことを保険者が確認した場合は、実施方法が異なるものであっても、

特定健診の全部又は一部を行ったものとすることができる。 



 


